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関係機関の取組 ＫＤＤＩ株式会社 

ＫＤＤＩの対応 

平成２８年北海道台風等被災に対して、弊社の BCP 計画に基づき、①通信エリア

の確保、②自治体の支援、並びに③避難所の支援を次の通り実施し、通信被害の極

小化・復旧の迅速化を図ると共に、被災市町村役場・住民の皆様へ寄り添う対応を

行った。 

① 通信エリア確保：車載／可搬型車載移動基地局出動による通信疎通対処 

（羅臼町、南富良野町等） 

② 自治体支援：携帯／衛星電話貸出、飲料水／食料輸送等 

 （北海道庁、北海道開発局、南富良野町、清水町、新得町、芽室町、大樹町） 

③ 避難所支援：物資輸送／設置（WiFi・充電器）[含むボランティアセンター] 

 （南富良野町、清水町、新得町、芽室町） 

関係機関の取組 ソフトバンク株式会社 

ソフトバンクの対応 

平成２８年夏台風において最も被害の大きかった台風１０号の対応状況を報告す

る。 

当社の基地局被災状況は以下の通り。 

サービス停止又は停電の影響を受けた基地局：約４５０サイト 

サービス停止理由としては、長時間停電および通信路断によるものが多数を占め

る。 

これら被災基地局に対して復旧優先順を検討し、以下の暫定復旧対応を実施した。 

 移動電源車、ポータブル発電機による給電対応：２８サイト 

 不通となった有線通信路を衛星通信へ切替： ４サイト 

 伝送通信路の構成変更 ：１０サイト 

（いずれも現在は被災前の運用状態に復旧済み） 

また人員稼働数としては 

 協力会社：５１班（５日間延べ） 

 当社他地域応援班（九州・中四国・関西・東京本社）：９班（２日間延べ） 

なお国道２７４号線日勝峠にある基地局は道路復旧を待って、基地局設備復旧の

見込み。 

 

台風災害のように電力、通信路が広域で被災すると携帯基地局の継続したサービ

ス提供ができなくなるため、電力会社様および固定通信事業者様と密に連携を図り

効率的な復旧計画を策定する必要がある。また復旧対応を実施するにあたっては、

現場へのアクセス道路の情報も重要な要素となるため、これらの情報収集が必要不

可欠であり、道路管理者の迅速な情報提供も必要とする。 
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今回の台風は、以下により情報収集を実施した。 

北海道電力様：HP や各地方営業所への電話連絡 

固定通信事業者様：営業所への電話連絡 

道路情報：道路管理者様の HP、道庁リエゾン 

避難所情報：HP、道庁リエゾン 

８／２４に発生した羅臼町における土砂災害においては、羅臼町役場へリエゾン

を派遣し役場担当者と現場で連携を図ったことにより早期のサービス復旧が実現で

きたことは大きな収穫であった。 

 

いずれの関係機関に対しても素早い情報収集と分析が復旧対応において重要であ

る。 

有事における携帯電話サービスの継続・早期復旧のため、訓練の充実、設備の改

善や運用の見直しを適宜実施していくものとする。 

   
  ↑ 基地局の被災状況 
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 土砂崩れ等により取水施設の流失や配水管の破損等により、２～３週間程度の断水が発

生したが、自衛隊や開発局による災害派遣要請での給水支援、ボランティアや民間企業に

よるクリーニングや入浴支援が早急に行われた。 

 また、情報収集や技術的な助言のための道からの技術職員の派遣や日本水道協会による

応急給水や仮復旧への助言、洗管計画の策定や洗管作業により、早期の復旧が可能となっ

た。 

 

関係機関の取組 北海道ガス株式会社 

北海道ガスの対応 

当社では、一般ガス事業を行っている地区（札幌市、石狩市、北広島市、小樽

市、函館市、北斗市、千歳市、恵庭市、北見市）において洪水警報が発令された際

に、社内の非常災害対策要領に従い情報収集体制を構築し、テレビやインターネッ

ト等のメディアからの情報を通じ、河川の水位等に関する情報収集を行った。ま

た、ガス導管への被害が想定される橋梁への添架箇所（写真１）については、対象

河川の警報レベル水位に応じて現地での点検確認を行うと共に、非常時に備えガス

供給停止等の対応の準備を整えた。 

   

写真１ 橋梁に添架されたガス管の状況 

 

設備への直接的な被害は無かったものの、函館地区では大規模な停電発生に伴う

対応として、社屋の非常用発電系統への切り替え、停電が長期化する場合を想定し

社屋やガス供給設備監視装置のための追加の非常用電源確保とその燃料確保を行っ

た。 

３ 評価できる事項、課題 

評価  断水に際し、初期の段階でいち早く市町村が様々な関係機関に対し、技術的

支援要請を行ったため、早期の復旧が可能となった 
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 橋の崩落や倒木により、通信網が断線、不通となったが、北海道総合通信局による移動

通信機（衛星携帯電話等）の貸与や事業者による移動基地局車や自家用発電機、FreeWifi

の提供や携帯充電器の設置など対応したほか、あらかじめ整備していた移動通信機など多

重的な通信手段を活用することで、切れ目のない通信を確保した。 

 

 
 道及び市町村災害対策本部では、停電発生の経過や停電の復旧見込時期に関する事業者

からの情報が十分でなかったために、住民などに対して、復旧状況などの経過も含めた丁

寧な情報提供ができず、住民は、先行きに対する不安感を増幅させた。 

 

 
 要配慮者利用施設では、洗濯や入浴などで特に水を大量に使用するが、断水復旧に時間

を要したため、健康生活上の大きな障害となった。 

 

 
 電力供給が遮断された場合における暖房設備の電源確保のため、非常電源等のバックア

ップ設備が不十分であったり、防寒用品の整備が十分ではない避難所が見られ、暖房器具

を設置していない避難所では、避難者から「健康を害した」などといった声があがった。 

（被災市町村から、冬季に災害が発生した場合を想定すると、防寒対策が必要ではないか

といった意見が出された。） 

 

 
 市町村庁舎に、あらかじめ非常用の自家用発電機を備えていたことや北海道総合通信局

が市町村に対し、移動電源車を貸与したことなどから、市町村は電源を確保し、災害対応

に支障がなかった。 

 それに対して、市町村庁舎に、非常用の自家用発電機を備えておらず、一時的に行政機

能が喪失した市町村もあった。 

 

評価  通信途絶の際、あらかじめ整備していた移動通信機など多重的な通信手段を

活用することで、切れ目のない通信の確保ができた 

課題  停電発生の経過や復旧見込時期等に関し、住民等への情報提供が十分でなか

ったために、先行きに対する不安感を増幅させた 

課題  水を大量に使う要配慮者利用施設を考慮した優先的な断水復旧がなされなか

ったために、健康生活上の大きな障害になった 

課題  避難所における停電等への備えが不十分であったことから、良好な避難所生

活が困難であった 

評価  停電時、市町村庁舎に非常用の自家用発電機を備えていたことや総合通信局 

課題 の移動電源車が確保できたために災害対応に支障がなかった一方で、非常用の 

   自家用発電機を備えておらず、一時的に行政機能が喪失した市町村もあった 
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停電等に関する発生原因や復旧の見込情報について、事業者と連携を図りながら、今後

の復旧状況などの経過も含め、丁寧に住民などに伝達する必要がある。 

 

 
特に、要配慮者施設においては、断水により生活に支障が生じる可能性が高いことから、

地域でサポートする体制を整えておくことや災害対応備蓄等を整備するなど、あらかじめ

対策等を講じておくことが必要である。 

 

 
災害による通信網の断絶を考慮し、移動通信機器（衛星携帯電話、簡易無線機、ＭＣＡ

無線機）など、災害応急対策のための通信手段の確保や住民への災害情報伝達手段として、

臨時災害放送局用機器の活用を検討するなど、複数の通信手段を確保することが必要であ

る。 

 

 
夏であったが、体育館の床が寒く、健康を害したという住民の声があったことから、電

力供給が遮断された場合における暖房設備の電源確保のため、避難所の防寒用資機材の整

備のほか、関係機関による移動電源車の貸与など、避難所のライフライン途絶に備えた体

制の整備が必要である。 

（本道の積雪寒冷という気候を考慮した避難所の環境整備が必要である。） 

 

４ 今後の方向性：取組の必要な内容 

ライフライン途絶時における復旧等の情報提供や体制整備の強化 

提言①  関係機関が連携したライフラインの復旧見込時期など、住民生活に直結す

る情報の迅速かつ丁寧な提供体制の構築 

     【道・市町村・事業者】 

提言②  要配慮者施設での災害対応備蓄等の充実強化 

     【道・市町村・事業者】 

提言③  庁舎等における有線通信手段や電力の断絶を考慮した多重的通信手段並びに

非常用電源の確保 

     【道・市町村・関係機関】 

提言④  避難所のライフライン途絶に備えた体制整備 

     【道・市町村・関係機関】 
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 検証項目の交通に関しては、下記委員により「平成２８年度道路管理に関する懇談会」

で議論されており、当該懇談会での課題や今後の方向性をもって、検証に代える。 

 

 平成２８年度 道路管理に関する懇談会 委員名簿 

 

 萩 原  亨  北海道大学大学院工学研究院 教授（座長） 

 管 野 伸 一 北海道維持管理業務連絡協議会 会長 

  辻  直 孝 北見市長 

 橋 本 雄 一 北海道大学大学院文学研究科 教授  

 松 尾 一 郎 ＮＰＯ法人環境防災総合政策研究機構環境・防災研究所 副所長 

 山 下 龍 平 気象庁札幌管区気象台 気象防災部気象防災情報調整官 

 

 第１回 道路管理に関する懇談会 

     平成２８年１１月１７日 １４：００～１６：００ 

     北農健保会館 ３階 特別会議室 

 

 第２回 道路管理に関する懇談会 

     平成２９年１月１８日 １５：００～１７：００ 

     第２水産ビル ４階 Ｆ会議室 

 

 第３回 道路管理に関する懇談会 

     平成２９年２月２４日 １５：００～１７：００ 

     第２水産ビル ４階 Ｆ会議室 

 

 

 

 

交通障害及び交通規制の状況及び影響等 

〈検証の視点：交通規制により発生する影響（渋滞・孤立地区）、 

道路損壊による交通障害等〉 

１ 道路管理に関する懇談会 

２ 道路管理の充実強化の必要性 

課題１ 

・河川氾濫に起因する事前通行規制やパトロール出動基準を設定している区間が少ない 

・異常気象時の道路管理における人員不足とパトロール時間の超過 

・現場における道路管理者や委託業者の危険性 

・道路利用者の被災箇所や通行規制区間への進入防止対策の必要性   

検証項目１０：交通 
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課題２ 

・地域生活への影響が大きい区間における事前通行規制区間の必要性 

・通行規制の地域の合意形成、事前協議や周知が必要 

・通行規制による住民避難や観光地への影響緩和が必要 

・各機関や地域住民等の役割・責務の明確化と仕組みづくりが必要 

 

 

   

課題３ 

・普通河川等における水位情報が収集できない 

・より詳細な気象情報や河川水位データ等の提供 

・道路管理における気象情報や情報技術の活用 

・分かりやすい情報と情報提供方法の充実化が必要 

課題４ 

・道路利用者の被災箇所や通行規制区間への進入 

・通行規制による住民避難や観光地への影響緩和が必要 

・異常気象時の外出抑制や危機感を伝える仕組みづくりが必要 

３ 今後の方向性：取組の必要な内容 

地域や関係機関との連携・協働による安全確保 

意見①  事前通行規制区間の設定 

【短 期】・予防的な通行規制区間の検討（事前通行規制区間の追加等） 

     ・通行規制区間の表示（英語併用表示看板の設置） 

【中長期】・より確実な規制実施のための条件設定と資機材の整備 

     ・通行規制区間の分かりやすい表示（多言語対応の検討等） 
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意見②  道路パトロールの強化 

【短 期】・パトロール出動基準の見直し 

     ・パトロール時の視点改善と周知徹底（維持管理ハンドブックの充実） 

【中長期】・より確実な道路管理のための条件設定と資機材整備 

     

意見③  安全かつ効果的な道路管理の実施 

【短 期】・早めの通行規制の実施 

     ・規制区間への進入防止の強化（予防的なバリケードの設置） 

     ・安全確保の推進（ライフジャケットの整備、ドローン活用事例の効果検

証等） 

【中長期】・安全確保の推進（携帯式強力ライト等の携帯品の充実） 

     ・資機材の整備と情報技術の活用 

意見④  関係機関との連携 

【短 期】・防災に関する関係機関との会議等の活用 

     ・地域ごとの連携強化（地域の関係機関等による連携会議の開催等） 

・オープンデータ化の推進 

【中長期】・地域ごとの連携強化（ホットラインの活用、タイムライン防災を活用し

た役割の明確化、ＧＩＳ等を活用した分かりやすい資料作成の検討） 

     ・道路安全施設等の研究開発 

     ・体制の強化   

意見⑤  地域住民等への情報提供 

【短 期】・道路情報提供装置による通行規制情報等の表示 

     ・カーナビゲーションシステムによる通行規制情報等の提供 

     ・緊急速報メール拡充の検討 

     ・各地方自治体等での取組事例の紹介・普及 

     ・ラジオ等による情報提供 

【中長期】・カーナビゲーションシステムによる通行規制情報の高度化 

    

意見⑥  平時の意識啓発 

【短 期】・パンフレット等による啓発活動 

     ・防災訓練、出前講座や防災教育等による啓発活動 

【中長期】・継続的な啓発強化 
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孤立のおそれがある市町村における対応 

 災害時に発生する「孤立」とは、中山間地域、沿岸地域、島しょ部などの集落において、

道路への土砂堆積や道路構造物の損傷、流出物の堆積などの要因により、道路交通及び海

上交通による外部からのアクセスが途絶し、人の移動・物資の流通が困難若しくは不可能

となる状態をいう1。 

 情報連絡に関しては、災害時に孤立するおそれのある市町村で停電が発生した場合に備

え、衛星携帯電話などにより、当該地域の住民と当該市町村との双方向の情報連絡体制を

確保するよう留意することとされている。 

 また、北海道総合通信局は、防災関係機関から通信を行うことができない又は著しく困

難である旨の連絡を受けたときは、通信の確保を図るため、速やかに移動通信機器等の貸

出等の措置を講ずることとされている。 

 孤立の際に懸念される物資の確保に関しては、一定の地区内の居住者及び事業者は、当

該地区における防災力の向上を図るため、協働により、物資等の備蓄等の自発的な防災活

動の推進に努めるものとする。 

 輸送に関しては、住民の避難、災害応急対策要員の移送及び救援若しくは救助のための

資機材、物資の輸送を迅速かつ確実に行うために、各防災関係機関が保有する車両、船艇、

航空機等を使用し、実施することとされている。 

 

 

 

被害情報の収集と情報連絡手段の確保 

 今回の大雨等によって、土砂災害や河川の増水・氾濫等が起こり、道路の寸断や橋梁の

崩落からいくつかの地区において孤立が発生した。また、それに伴って、道路沿いに架線

又は橋梁に埋設した送電線や電話線が断線し、停電や通信途絶状態となった孤立地区もあ

った。そのような地区において、地区内の避難所に衛星携帯電話を配備していた市町村で

は、通信手段が確保され、情報伝達することが可能となったが、衛星携帯電話を配備して

いない避難所では、市町村が孤立地区の状況を把握する手段がなくなった。 

 衛星携帯電話により通信が確保された地区においては、避難者のニーズ把握や要配慮者

への対応等を適時に伝達することが可能であったため、的確な支援を行うことができた。 

 

 

                                                                                                                                                                         
1 内閣府「地方都市等における地震防災のあり方に関する専門調査会資料」から引用 

 

孤立地区に対する支援及び救助等 

〈検証の視点：孤立地区の把握、ヘリコプターや船艇による 

孤立地区に対する救助、人的・物的支援〉 

１ 北海道地域防災計画等における平常時の取組や災害予防・応急対策計画など 

２ 今回の主な対応 

検証項目１１：孤立地区 
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孤立した地区における物資の調達 

 道路の寸断により、一部の宿泊施設において孤立したが、宿泊施設に十分な食料等が備

えてあったことから、必要な食事等の確保については、支障がなかった。また、孤立した

避難所において、市町村が食料等を十分に備蓄していたことから、食料等が不足するとい

った事態には至らなかった。 

 土砂崩れにより道路が寸断した海岸沿いの一部地区においては、定期連絡船を活用する

ことにより、孤立状態を解消することができ、結果として、必要な物資の運搬や、住民自

身による物資調達が可能となった。また、要配慮者を孤立地区から避難させるとともに、

役場職員が往来することで、孤立した地区が持つ課題やニーズを把握した。 

 

 

 
 

関係機関の取組 第一管区海上保安本部 

第一管区海上保安本部による救助活動等 

羅臼町の海岸町地区では大規模な土砂崩れが発生し、知床岬方面に向かう道道 87 

号線が通行止めとなり、同地区以北が孤立状態となったことから羅臼海上保安署所

属の巡視艇を即応待機とし、周辺海上の監視・警戒活動を実施したほか、羅臼町か

らの要請を受け、羅臼漁業協同組合所属「第三らうす」と連携し、羅臼港と知円別

漁港間における役場職員及び観光客等の緊急搬送を実施した。 

なお、その際、洋上において観光客等とともに巡視艇に移乗した一般住民 1名が

体調不良を訴えたことから、直ちに救急車の手配を行い搬送先の羅臼港で待機して

いた救急隊員に引き渡した。 

 

羅臼港

知円別漁港

土砂崩れ発生現場

台風９号に伴う羅臼町の災害 第一管区海上保安本部

救急隊への患者引き渡し洋上における観光客等の巡視艇への移乗

警察官2名
ほか 役場職員2名

ＮＴＴ作業員2名
北電作業員3名
民間作業員2名

「北海道における災害に際しての第一管区海上保安本部及び北海道
警察本部の相互協力に関する覚書（平成27年11月5日）」

締結後、初めての運用

往路

相泊

羅臼町

道道87号線

国道334号線

国道335号線

道道の寸断状況

土砂崩れ現場写真

【別添２】

復路

観光客、一般住民等16名


